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特別区23区長が組織する特別区長会は、平成30（2018）年6月15日、特別
区長会調査研究機構を設置しました。
その設立趣旨は、特別区及び地方行政に関わる課題について、大学その他の

研究機関、国及び地方自治体と連携して調査研究を行うことにより、特別区長
会における諸課題の検討に資するとともに、特別区の発信力を高めることにあ
ります。
平成31（2019）年4月から各区より寄せられた特別区の行政運営に資する課

題について、学識経験者・特別区職員が研究員となり、プロジェクト方式で調
査研究を行いました。いずれのテーマも、特別区の課題解決を中心に据えなが
ら、広く他の自治体の課題解決の一助となることや国及び他自治体との連携の
可能性も視野に入れ研究に取組みました。
本調査研究報告書は、令和元（2019）年度の1年間の調査研究成果を取りま

とめたものであり、特別区調査研究機構設立後、初の成果の公表となります。
特別区政の関係者のみならず、地方自治体のみなさま、学術研究の場など多方
面でご活用いただけると幸いです。
最後に、調査等にご協力いただいた地方自治体関係者の皆様、民間企業の皆

様をはじめとして、報告書完成までにご協力をいただきました全ての方に深く
御礼申し上げます。

特別区長会調査研究機構
令和2年3月
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6 7

特別区が取り組んでいる施策の効果が日本全体に与える影響

研究にあたって

1. 本調査研究の目的

特別区では東京を含めた全国各地域が活き活きとしたまちづくりを進め、と
もに発展・成長し共存共栄を図ることを目指して、「全国連携プロジェクト」
を展開している。さらに、地域における総合的な行政の担い手として、特別区
の取り組む施策の効果は多面的に日本全体に影響を与えている可能性があるも
のと考えられる。
このような背景を踏まえ、本調査研究では、東京の活動が全国につながって

おり、全国各地域で支えあっていることを明らかにしていくことで、特別区に
興味を持ってもらい理解の醸成につなげることを目的とする。まずは、特別区
が全国と付き合う中、共感を呼び、相互理解を深められるように、特別区の取
り組む施策の効果を具体的な数値や客観的なデータで明らかにする。その結果
をもとに、特別区の姿を分かりやすく描き、また、特別区と日本各地のつなが
りを描くショートストーリーを構成していく。研究対象については、特別区が
取り組んでいる施策に限ることなく、行政活動を離れた都市活動まで広く捉
え、地域間の持続可能性の視点も考慮する。具体的には、生活の中では意識し
ていないが相互補完関係にあるものごとを、ヒト、カネ、モノ、情報、自治体
間の関係性の面から市民生活のレベルで可視化することからはじめる。そのう
えで、自治体が地域の特性を踏まえて施策を選択する場合のメルクマールとそ
の影響について、特別区の施策を中心に検証する。

2. 調査研究における基本的な考え方

本調査研究の目的を踏まえ、本調査研究に取り組むうえでの方針を次のよう
に設定した。

特別区は、基礎的自治体として、地域における総合的な行政の担い手と
して区民の福祉の向上に資することを使命とすることに加えて、その制度
的・社会経済的・地理的特性などから、特別区の取り組む施策の効果が日
本全体に影響を与えている可能性が考えられる。こうした観点から見たと

き、特別区が担う役割としては、首都・大都市東京を構成する自治体とし
て果たすと考えられる役割（中枢機能）、少子・高齢化をはじめ大都市が
直面する諸課題に対して先駆的で高度な政策対応が求められる役割（先導
機能）、協力を通じた相乗効果を意図して全国の多様な自治体と連携する
役割（連携機能）などが想定される。
本研究では、こうした特別区が果たす多面的な役割の実態を把握すると
ともに、実際にどのような影響を日本全体に及ぼしているかを検証するこ
とを目的とする。「都市と地方」問題に象徴されるような固定的な「東京」
や大都市の捉え方の束縛から離れて、特別区がこれら役割を自覚し、その
遂行を効果的に進めることで、特別区に期待される役割を適切に日本全体
で受容され、評価されるようにするための方策を検討する。

上記の方針に基づき、本調査研究では、まず「第1章　特別区と全国の関係
分析」にて、ヒト、カネ、モノ、情報、自治体の5つの観点から特別区と全国
の関係性を可視化する。
次に「第2章　基礎的自治体の政策・施策選択行動に関する悉皆アンケート
調査」では、自治体間のつながりを考える視点の一つとして、各自治体が地域
課題の解決に向けた政策選択を行うに際して、他自治体の政策など関連する情
報へのアクセスについて、情報源・媒体・手法に着目して相互参照の行動様式
について調査する。調査を通して、政策選択に際して影響を及ぼす指標（人口
規模・財政力・地域の近接性・メディアでの頻出度等）、情報の入手手段や情
報源について明らかにする。
「第3章　特別区が担う中枢・先導・連携機能とその効果の全国へ及ぼす影
響に関するアンケート調査」では、特別区が実施している全国連携プロジェク
ト会員団体を含む約300団体に対し、特別区が担う中枢・先導・連携機能が全
国へ及ぼす影響の実態について明らかにする。
「第4章　自治体の施策検討における特別区施策の関係性に関するヒアリン
グ調査」では、第2章、第3章で行ったアンケート結果に対する理解を深める
ため、特徴的な回答が見られた自治体にヒアリング調査を行う。
以上の調査研究を踏まえ、特別区が期待される役割を自覚し、その遂行を効
果的に進めることで、特別区が日本全体で受容され、評価されるための方策を
第5章にまとめる。


